　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

北海道福祉サービス第三者評価事業
利用者調査ガイドライン（案）
Ⅰ　福祉サービス第三者評価における利用者調査と本ガイドラインの位置づけ
１．利用者調査の目的
　利用者調査は、利用者の福祉サービスに対する満足度や意向を第三者が把握し、事業者へフィードバックすることにより、事業者がより一層福祉サービスの質を向上することを主な目的とする。
２．利用者調査の位置づけ
　　　利用者調査は、第三者評価とは別の取り組みであり、必ず実施しなければならないものではないが、北海道福祉サービス第三者評価実施要綱において「利用者・家族・職員等へのアンケート調査等の利用者等調査の実施に努めなければならない。」と努力義務と位置づけられているところである。第三者評価の実施に当たっては、できるだけ利用者調査の手法も取り入れ、より質の高いサービスを目指すための提案を充実していただきたい。

＜参考＞　北海道福祉サービス第三者評価実施要綱

（第三者評価の手法）

第４条　第三者評価の方法は書面調査及び訪問調査を必須とし、他に利用者からの調査等により行うものとする。なお、調査は評価調査者３名以上で実施するものとし、うち１名以上はサービス種別ごとに行われる研修コースを修了していなければならず、1名以上は組織運営管理業務を経験したことを要件として評価調査者研修を修了した者でなければならない。また、調査者のうち1名を主任調査者として指定し、調査業務における責任者とする。

（１）書面調査

　　　書面調査は、訪問調査を担当する評価調査者３名以上が、第三者評価基準による事業者の自己評価の結果、及び事業者の基本的な事項の他、必要に応じて当該事業者の組織及び事業内容を掲載した書類等に基づいて行うものとする。

（２）訪問調査

　　　訪問調査は、書面調査を担当した評価調査者３人以上で実施することとし、書面調査等の分析、集計結果等を踏まえ、現地において評価基準項目に沿って、組織運営やサービスの実施状況を把握・検証する方法により行うものとする。
（３）利用者等調査

　　　利用者等の意向を把握することの重要性に鑑み、評価機関は事業者の了解を得た上で、利用者・家族・職員等へのアンケート調査等の利用者等調査の実施に努めなければならない。
３．ガイドラインの位置づけ
　利用者調査は、基本的に調査機関が工夫して行うものであるが、調査機関ごとに内容に隔たりがあると満足度等の質評価が困難であることから、ガイドラインにより標準的な調査内容・手法（標準調査票等）を定めることとする。
　Ⅱ　利用者調査の基本的事項　

１．調査手法

　調査手法は、次の３点である。

①アンケート調査方式

　調査票に基づいて利用者本人に記入していただく方法。本人の回答が困難な場合は、家族等に利用者の立場に立って記入していただく方法。
②聞き取り調査方式

　評価調査者が利用者に直接回答を聞き取り、評価調査者が調査票に記入する方法。
③場面観察による調査方式
　評価調査者が利用者とともに事業所で一定時間一緒に過ごし、サービスを提供する場面を観察することによって、評価する方法。この方法は、上記①、②の方法によりがたい場合に実施する（利用者調査は努力義務としているので必ずしも実施するものではない）。
２．調査の対象者
　調査対象者は、基本的に利用者本人である。本人の回答が困難な場合は、家族等に利用者の立場に立って記入していただくか、家族への面接聞き取りを実施する。なお、保育所の場合は保護者を利用者とする。
　調査対象は、基本的に利用者の全数を調査対象とすることとする。その理由は、利用者の個別状況に応じたきめ細かな対応が求められるのでより多くの利用者の意向を把握することが望まれることと、利用者全員に調査参加の機会を公平に確保するためである。
　しかし、聞き取り調査などにおいては、時間や費用面での制約もあることと、利用者に聞き取り調査等を強いることで利用者が精神的に苦痛や不安を感じたりすることも予想されることから、利用者一人ひとりの状況を事業者とともに話し合ったうえで、無理のない範囲で最大限に実施することが望まれる。また、利用者への聞き取りが困難な場合（例えば重症心身障害児施設等）は、家族（保護者）への聞き取り調査とする。

聞き取り調査については、最低３名以上の有効回答を得ることとする。
３．標準調査票の位置づけ
　共通評価項目として①５３項目の評価基準と②サービスごとの付加基準があるが、それらのうち、利用者に直接関わるサービス評価について、サービスごとに利用者調査に取り込みカテゴライズして、機構としてサービスごとの標準調査票を示すこととする。調査項目を多くしないようにするため、必要最小限の項目とする。
　標準調査票に示された利用者調査の質問文は調査項目の一例である。したがって評価機関が質問文の表現を共通評価項目の内容に則って、独自に工夫することができる。また、評価機関は標準調査票の項目については省略することはできないが、独自に調査項目を追加することはできる。ただしこの場合も、利用者の負担感を考慮することが大切である。
４．標準調査票の構造

１）フレーム

　標準調査票は、概ね次の共通フレームで構成される。
①共通５３項目に関する事項
　ａ．「Ⅰ－１　理念・基本方針が確立されている」・「Ⅰ―２　計画の策定」　

ｂ．「Ⅱ－２　人材の確保・養成」　

ｃ．「Ⅱ-３　安全管理」
ｄ．「Ⅱ-４　地域との交流と連携」
ｅ．「Ⅲ－１　利用者本位の福祉サービス」
ｆ．「Ⅲ－３　サービスの開始・継続」
ｇ．「Ⅲ－４　サービス実施計画の策定」

②サービスの提供に関する事項（付加基準の中項目）‥‥調査項目はサービス種別で違う。
　　食事・入浴などのケアの内容や、家族・保護者との交流など種別ごとに違う内容となる。
　③総合的な感想
　④事業所についての評価できる面の自由記載欄　
　⑤事業所についての改善して欲しい面の自由記載欄
　⑥調査についての自由記載欄
２）カテゴリー

　フレームのうち、①共通５３項目に関する事項、②サービスの提供に関する事項（付加基準の中項目）については、利用者が答えやすいよう、質問項目を基本的には次のカテゴリーに分けて並び替える。

C-1利用者の尊重、C-2サービスの計画、C-3サービスの内容、C-4健康と安全、C-5職員の状況　C-6事業者の説明責任
３）選択肢

　選択肢は基本的に、①はい（または「満足している」）、②いいえ（または「不満である」）、③どちらともいえない、④よくわからない、の４つの選択肢とする。



Ⅲ　調査の方式と具体的実施方法

１．サービスの形態による調査実施方式の設定

　サービスの形態により、アンケート方式か聞き取り方式か、あるいは両方を交えた方式が考えられる。例えば、訪問系のサービスの場合は現実的に聞き取ることができないので、必然的にアンケート方式となる（訪問系については、評価機関が利用者の自宅を訪問して調査を行うことは認めていない）。介護老人福祉施設などでは、入所家族へのアンケート（本人の立場に立って記入）と入所している本人または家族との面接による聞き取り調査との併用も考えられる。

このあたりの実施方法は、評価機関が受審事業者と協議の上で、無理のない方法での実施とする。なお、そこで自らの独自性をアピールすることもあると考えられる（例：「私のところは、アンケートだけでなく聞き取り調査も利用者と家族それぞれ３名以上実施します」など）。

以下に、標準的な方法を提示するが、これはあくまで参考であり、評価機関が受審事業者と協議の上、独自に実施方法を決める。
	種別
	アンケート
	調査対象
	聞き取り
	調査対象

	保育所
	○
	保護者等
	◎
	保護者等

	
	
	
	
	

	障がい者施設
	○
	本人・家族等
	◎
	本人・家族等

	介護老人福祉施設
	○
	本人・家族等
	◎
	本人・家族等

	通所介護サービス
	○
	本人・家族等
	◎
	本人・家族等

	訪問介護サービス
	○
	本人・家族等
	×
	


○‥標準的な実施　◎‥実施可能（よりレベルの高い評価を目指す等）　×‥実施不可
２．具体的実施の方法
１）実施方式の確認と対象者の選定
　受審事業者と協議の上、アンケート、聞き取りなどの実施方式と調査対象者を決定する。
２）評価者の選定

　聞き取り調査の場合は、利用者とのコミュニケーション技術を有している評価調査者を選定すること。
３）説明等の実施

　　事前に受審事業所から利用者に対して、利用者調査を実施することを説明していただき、承諾を得ていただく（評価機関が行うのではなく、事業所が行うこと）。　
例：受審施設側からのお便りなどにアンケート実施のお知らせと協力依頼を盛り込む。できれば評価機関や評価者の紹介なども同封する。
　　　：受審施設による利用者への説明会を行う際に、アンケートや聞き取りの実施についても説明し、同意を得ていただく。このとき、評価機関（できれば当日担当する評価調査者）が同席することが望ましい。
４）事前準備

　郵送の場合は、依頼文、説明文、返信用封筒など。利用者に施設で記入してもらう場合（集合方式）は、会場の確保やスケジュールの調整など。
５）実施

　　アンケートを郵送の場合は、プライバシー保護の観点から必ず受審事業者から郵送すること。なお、回収先は原則評価機関とすること。

　　アンケートを施設等で集合して記入する場合は、複数の評価調査者で実施すること。また、グループに分けて数回実施してもよい。
　　聞き取りの場合は、原則複数の評価調査者であたるが、受審事業所と協議の上、決めてよい。利用者との面接についても、グループ面接等を採用してもよい。

６）回収
　回収は評価機関が直接行う。プライバシー保護を徹底する。

７）調査結果の分析と第三者評価への活用

　集計の結果や利用者の発言をそのまま評価結果報告に引用するということではなく、評価機関が評価全体のプロセスの中で受審事業者の課題を探る際に、参考情報として有効に活用する。その過程で、事業者にとって納得性の高い改善課題を導き出せることとなる。
８）公表

　調査結果を公表するかどうかは、評価機関と受審事業者との契約内容とする。ただし、公表の際も、結果についての事業者の承諾が必要である。また、公表事項の範囲についても同様である。なお、機構が利用者調査を公表することは現時点で予定していないので、公表の方法についても同様の取扱とする。

９）フィードバック

・事業者へのフィードバックの際には、回答者が特定できないよう自由記述欄や固有名詞などについては編集すること。

・利用者へのフィードバックについては、評価機関と受審事業者との契約内容とする。評価機関が直接利用者にフィードバックすることも可能であるが、それらも契約により定める。
　　　　　　　　　　　　　　　

（例）・あなたの不満や要望にきちんと対応してくれますか？


　　　□はい　　□いいえ　　□どちらともいえない　　□よくわからない、


　　※そのように判断された具体的な状況をお書きください。
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